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令和7年度の予算成立と事務取扱等について

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
この度、令和7年度の予算について、去る2月17日実施の第138回組合会で承認され、成立したことをお知らせいたします（詳細は「けんぽだより」春号に掲載します）。
さて、今年は、戦後ベビーブーム期に生まれた「団塊の世代」がすべて75歳以上の後期高齢者となります。さらに2040年にかけて高齢者人口がピークに向かう一方で、少子化により現役世代は減少していきます。今後、高齢者医療費のさらなる増加と、生産年齢人口の減少により、社会保障費に対する現役世代への負担は増加の一途をたどります。このようななか、令和5年度の健保組合全体の決算では、経常収支が1,367億円の赤字となりました。1,000億円を超える赤字は平成25年度以来、10年ぶりの大きさであり、赤字組合は全体の5割を超える726組合にのぼります。現役世代への過重な負担を軽減していくために、政府は、高額療養費制度の見直しなどに着手しましたが、劇的な改善は見込めない状況です。このような状況下ですが、当組合における令和6年度の経常収支は、賃金の伸びによる保険料収入の増加が主因となり、約200,000千円程度の黒字決算と見込んでいます。
当組合では、今後も、電子申請やマイナンバーの利活用等ＩＣＴ化の推進による事務効率化・経費削減及び事業所担当者の事務負担軽減を図るとともに、保健事業や医療費適正化を中心に保険者機能を更に発揮するように努めてまいります。
なお、令和7年度の保険料率について、健康保険料率（100‰）・介護保険料率（17.8‰）共に据え置きます。
つきましては、予算成立を受け、別紙「令和7年度の事務取扱等について」及び「標準報酬・保険料月額表」をお送りしますので、ご確認の程よろしくお願い申し上げます。

（別紙）令和7年度の事務取扱等について
○健康保険料率（一般保険料率＋調整保険料率）（令和7年3月分から）
　健康保険料率は100‰（事業主51‰、被保険者49‰）で据え置きます。
　料率の内訳は以下のとおりです（任意継続被保険者は令和7年4月分から）。
	一般保険料率
	変　更　前
	変　更　後

	事業主
	50.347　‰
	50.337　‰

	被保険者
	48.373　‰
	48.363　‰

	計
	98.720　‰
	98.700　‰


	調整保険料率
	変　更　前
	変　更　後

	事業主
	0.653　‰
	0.663　‰

	被保険者
	0.627　‰
	0.637　‰

	計
	1.280　‰
	1.300　‰


· 調整保険料とは、各健康保険組合間の共同事業に要する費用の為の保険料です。

健康保険組合連合会に財政調整事業拠出金として納めています。
○基本保険料率と特定保険料率
一般保険料率（基本保険料率＋特定保険料率）の内訳は以下のとおりです。

	基本保険料率
	変　更　前
	変　更　後

	事業主
	30.633　‰
	30.692　‰

	被保険者
	29.432　‰
	29.488　‰

	計
	60.065　‰
	60.180　‰


	特定保険料率
	変　更　前
	変　更　後

	事業主
	19.714　‰
	19.645　‰

	被保険者
	18.941　‰
	18.875　‰

	計
	38.655　‰
	38.520　‰


（基本保険料率）加入者に対する医療給付、保健事業等に充てるための保険料率
（特定保険料率）前期高齢者納付金、後期高齢者支援金等、主に高齢者への拠出金に充てるための保険料率
○介護保険料率（令和7年3月分から）
介護保険料率は17.8‰（事業主8.9 ‰、被保険者8.9‰）で据え置きます（任意継続被保険者は令和7年4月分から）。

○令和7年度の任意継続被保険者における標準報酬月額の上限
令和6年9月30日における全被保険者の標準報酬月額の平均が、376,693円（令和5年：368,474円）となりましたので、健康保険法第47条の規定により、任意継続被保険者の標準報酬月額の上限は、26等級の38万円となります。
○健康保険証の利用停止に向けた取組み（令和7年秋頃）
　現行の健康保険証は、令和7年12月2日以降利用停止となることから、マイナ保険証をお持ちでない方に対して、事業所経由で健康保険証の代わりとなる「資格確認書」を交付します。
